
募集期間：平成27年4月28日～6月5日 11（経済産業省）国家戦略特区等提案再検討要請回答.xlsx

提案
管理
番号

提案主体の氏名
又は団体名

提案名 規制等の根拠法令等
規制・制度改革のために提案する新たな措置の

内容
各府省庁からの検討要請に対する回答 再検討要請 提案主体からの意見 各府省庁からの再検討要請に対する回答

020010

新潟県
新潟市
上越市
聖籠町

エネルギー戦略特区
鉱業法、ガス事業法等（LNG気化ガスの地下貯
蔵に関する記載無し）

鉱業法、ガス事業法等を改正する、或いは新法
を整備し、LNG気化ガスの地下貯蔵を可能にす
る。また、枯渇ガス田における鉱業権者以外の
者も貯蔵利用できるようにする。

（鉱業法）
○そもそも、天然ガスの備蓄についてはその実現可能性や経済性を十分に勘案し、慎重
に検討する必要がある。
○なお、ガスの生産を伴う、国内ガス田への輸入ＬＮＧ気化ガスの圧入については、現行
鉱業法上も認められるものである。
○他方、ガスの生産を伴わずに、枯渇した国内ガス田へ輸入ＬＮＧ気化ガスを圧入し地下
貯蔵することについては、今後、国内の多くのガス田の枯渇が現実的となり、貯蔵可能量
が相当量増大した時点で、事業者のニーズも踏まえ、必要に応じて、所要の措置を講ず
ることができるよう、ガス事業法、高圧ガス保安法等も含めて、法的及び技術的検討を深
めていく。

（ガス事業法）
ガス事業法において、枯渇ガス田を用いたガスの貯蔵に係る事業規制はない。

右提案者からの意見を
踏まえ、回答されたい。

　回答にある「ガスの生産を伴う、国内ガス田へ
の輸入LNG気化ガスの圧入」及び「ガスの生産を
伴わずに」の「ガス」と「生産」について、例えば、
国産ガスだけなく、地下に圧入した輸入LNG気化
ガスの再生産も含むのかなど、具体的に説明し
ていただきたい。
　ガス田が完全に枯渇してから輸入LNG気化ガ
スの貯蔵を開始するのでは、既存設備の有効活
用等のコスト削減策に支障が生じるおそれがあ
るため、「国内の多くのガス田の枯渇が現実的と
なり、貯蔵可能量が相当量増大した時点」からで
はなく、早期に事業者のニーズや国内ガス田の
生産状況等を調査し、所要の措置を講ずること
ができるよう、法的及び技術的検討を深めていた
だきたい。

　御質問の「ガスの生産」とは、圧入先ガス田に存在する国産ガスを取り出
すことを指す。
　前回回答したとおり、ガスの生産を伴う、国内ガス田への輸入ＬＮＧ気化ガ
スの圧入については、現行鉱業法上も認められるものである。ガスの生産
を伴わずに、枯渇した国内ガス田へ輸入ＬＮＧ気化ガスを圧入し地下貯蔵
することについては、頂いた御意見も踏まえながら、事業者のニーズも踏ま
え、必要に応じて、法的及び技術的検討を深めてまいりたい。

020021

新潟県
新潟市
上越市
聖籠町

エネルギー戦略特区
電気事業者による再生可能エネルギー電気の
調達に関する特別措置法　第２条第４項

波力、潮流等の海洋再生可能エネルギーを固
定価格買取制度の対象とする。

　固定価格買取制度は普及段階にある再生可能エネルギーの導入を加速させ、量産効
果によるコスト低減を図るものであるが、潮流などの海洋エネルギーについては、十分な
実用性を持つ段階には至っておらず、商用化に向けた技術開発などがまだ必要な状況で
あるため、現状での対象認定は困難。

　なお、経済産業省では、海洋エネルギー発電技術の普及促進のため、平成２３年度よ
り、発電コストの低減や洋上に設置する設備の信頼性の向上等に向けた技術開発を進
めているところ（平成２７年度予算15.0億円）であり、その早期実用化に向けて、技術開発
などの取組を着実に進めているところ。

右提案者からの意見を
踏まえ、回答されたい。

　潮流等の海洋再生可能エネルギーの固定価格
買取制度対象化について、買取制度の対象と
なっていないことで、企業の投資判断ができず、
実用化に向けて取り組む企業が少ないことから、
開発、導入を後押しするためにも、まずは、特区
内に適用される買取価格の設定を検討いただき
たい。
　そのためにも、平成26年度提案に対し、事務局
より継続協議とされた「固定価格買取制度の対
象とするために必要とされる十分な実用性とは何
か、定量的であるとすれば一般家庭から買取し
ているように少量でも買取制度の対象にできない
か、例えば固定価格ではない買取など別の枠組
みでできないか等」について、引き続き検討をお
願いしたい。

   固定価格買取制度は普及段階にある再生可能エネルギーの導入を加速
させ、量産効果によるコスト低減を図るものであるが、潮流などの海洋エネ
ルギーについては、十分な実用性（※）を持つ段階には至っておらず、商用
化に向けた技術開発などが、必要な状況。
   そのため、経済産業省では、海洋エネルギー発電技術の普及促進のた
め、平成２３年度より、発電コストの低減や洋上に設置する設備の信頼性の
向上等に向けた技術開発を進めているところであり、その早期実用化に向
けて、技術開発などの取組を関係省庁て連系しつつ着実に進めてまいりた
い。

（※）海洋エネルギーの「十分な実用性」については、台風など我が国の厳
しい海象条件下でも、当該発電システムの技術的な安全性や信頼性等が
実現されるとともに、発電コストなどの低減化も図られることにより、これが
商用化に至ることと想定している。

020030

新潟県
新潟市
上越市
聖籠町

エネルギー戦略特区 環境影響評価法、電気事業法
洋上を含む風力発電所の新増設について、環境
アセスメントの審査期間を短縮する。

　洋上を含む風力発電所の新増設については、「発電所設置の際の環境アセスメントの
迅速化等に関する連絡会議中間報告（平成24年11月27日環境省・経済産業省）」や「日
本再興戦略(平成25年６月14日閣議決定)」に基づき、全体で150日程度確保されている国
の審査期間を45日程度に短縮することを目指した取組をするなど、全国的に可能な限り
の審査の短縮を行ってきているところである。実際に、迅速化の対象となった手続につい
ては、概ね迅速化が達成されている。
　また、方法書及び準備書に対する知事意見については、政令で定める期間内に述べる
ものと規定しているとおり、法及び政令においては審査期間の上限を規定しているだけで
あって、各地方公共団体の事情に即して、各自治体の裁量により審査期間を短縮するこ
とができる制度となっている。
　加えて、環境アセスメントのあり方について、環境や地元に配慮しつつ風力発電の立地
が円滑に進められるよう、環境省・経済産業省両省で全国的な措置として必要な対策を
検討していくこととしており、特区による新たな改正による規制改革は不要と認識してい
る。

－ － －

037010 横須賀市
横須賀EVフレンドリー特区
（追加）

工場立地法第4条、工場立地法施行規則第4条
工場立地法施行規則第4条に規定する、緑地以
外の環境施設の定義にEV用駐車場の追加

　工場立地法施行規則第４条の「緑地以外の環境施設」については、緑地に類する施設
で工場又は事業場の周辺の地域の生活環境の保持に寄与するものとして明示的に定め
ているところである。

　ＥＶ駐車場については、通常のアスファルト等の駐車場に充電設備を設置しただけのも
のと思われるが、これは、緑地に類するものとは考えられず、また、工場又は事業場の周
辺の生活環境の保持に寄与するものとしても考えられない。

　このため、ＥＶ駐車場を「緑地以外の環境施設」に追加することは適当ではない。

－ － －
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募集期間：平成27年4月28日～6月5日 11（経済産業省）国家戦略特区等提案再検討要請回答.xlsx

提案
管理
番号

提案主体の氏名
又は団体名

提案名 規制等の根拠法令等
規制・制度改革のために提案する新たな措置の

内容
各府省庁からの検討要請に対する回答 再検討要請 提案主体からの意見 各府省庁からの再検討要請に対する回答

038120

山口県
周南市、㈱トクヤマ徳山
製造所、東ソー㈱南陽
事業所、出光興産㈱徳
山事業所、㈱トクヤマロ
ジスティクス、長府工産
㈱

地域資源を活用した新たな
ビジネス創出特区
“「小さな拠点の活性化、雇
用創出、新たなエネルギー
活用」のための総合改革拠
点”

中小企業投資育成株式会社法

中小企業投資育成株式会社法の直接改正とは
ならないが、同法の適用を受けている３会社の
み認められている引受株価算定方式を、友好保
有等一定の条件の下に一般の証券会社に適用

　御指摘のあった、「中小企業投資育成株式会社に認められている、内部備蓄、含み益を
株価に反映しない引受株価算定方式」とは、「中小企業投資育成株式会社が第三者割当
てに基づき引受ける新株の価額及び保有する株式の処分価額の評価額」を指しているも
のと承知している。

　本算定方式は、中小企業庁計画部長から国税庁直税部長宛てに課税上適正な方式と
して取り扱われるかどうか照会したところ,国税庁直税部長から中小企業庁計画部長宛て
に税務上適正なものとして取り扱うこととする旨、回答があったところ。
　また、この取扱いは、中小企業投資育成株式会社の性格、運営の態様等にかえりみ、
中小企業庁が定めた評価要領に基づく評価額を税務上適正なものとして取り扱うこととし
たものであることから、中小企業投資育成株式会社以外の者が行う一般の取引について
は、この取扱にかかわらず、一般の例によることとしている。

　なお、経済産業省としては、円滑な事業承継促進のため、平成２５年度税制改正で相続
税・贈与税の納税猶予制度である事業承継税制について、①親族外承継の対象化、②
雇用８割維持要件を５年間「毎年」８割以上から５年間「平均」で８割以上へ緩和、③経営
者の「役員」退任要件を「代表者」退任要件への緩和等の抜本的な見直しを行っている。
　事業承継税制の見直しについては、平成２５年度税制改正が本年１月に施行されたとこ
ろであるため、更なる拡充については執行状況等を踏まえて今後検討してまいる。

右提案者からの意見を
踏まえ、回答されたい。

お示しのとおり納税猶予制度については、施行
後間もないことから、執行状況等を踏まえて検討
していく必要があることは、ご指摘のとおりであ
る。
一方、本県の提案は、事業承継時の納税を前提
に、行政が取り組む事業承継相談事業などの施
策と連携することにより、円滑な事業承継を促進
させようとするものである。
中小企業投資育成株式会社の場合、全国をター
ゲットとされることから、個別の自治体が地域の
課題に応じて講じる施策ごととの連携を前提とし
た制度設計は難しいと考えられるため、地域の
実情、支援内容に応じた地域版のファンドについ
ても同様の取扱いができるよう、今回の提案をお
願いするものである。

相続税・贈与税が国税であることに鑑みると、課税の公平性の観点から、財
産の評価は全国一律の方法で行われることが適当であると考える。このた
め、地域版のファンドについて、全国一律の評価方法とは異なる評価方法
を用いることは困難である。
　他方、取引相場のない株式について、現在の評価方法では、上場企業の
株価の上昇に連動して、中小企業の実力よりも株式が高く評価される場合
があり、円滑な事業承継に支障をきたす可能性があることは承知している。
　このため、中小企業庁は平成29年度税制改正において、取引相場のない
株式の評価方法に関して、中小企業の実力を適切に反映した評価となるよ
う見直しを要望した。
　要望の結果、平成29年度税制改正大綱（平成28年12月22日閣議決定、
P45（６）①）において、比準要素のウエイトを「１：１：１」に見直すこと等が盛
り込まれたところ。利益のウエイトを下げることで、成長・好業績企業の負担
を軽減する効果があるものと考えている。
　引き続き、中小企業の事業承継の円滑化に向けて、全力で取り組んでま
いりたい。

038130

山口県
周南市、㈱トクヤマ徳山
製造所、東ソー㈱南陽
事業所、出光興産㈱徳
山事業所、㈱トクヤマロ
ジスティクス、長府工産
㈱

地域資源を活用した新たな
ビジネス創出特区
“「小さな拠点の活性化、雇
用創出、新たなエネルギー
活用」のための総合改革拠
点”

ガス事業法第2条第7項、第37条の7の4、第37条
の　9、第38条、施行規則第4条

融通企業同士が水素エネルギー利用に係る契
約を締結し責任を明確にすることで「密接な関
係」とみなして届け出が不要な「特定供給」により
企業間の水素ガス融通を可能にする

　融通を検討している周南コンビナートを含む周南市沿岸部は、一般ガス事業者である山
口合同ガスの供給区域内であることから、「特定供給」と整理した場合であっても経済産
業大臣への届出が必要（ガス事業法第３８条第１項、第３７条の７の４）。

　届出に係る作業コストの比較では、特定供給届出書と大口供給届出書では大差はな
く、特定供給とすることのメリットは、ガスの年間使用量が１０万㎥未満の規制対象需要で
あってもその供給が可能となる点であるので、その趣旨を申請者に伝え、特定供給とする
ことの要否の検討を促していく。（契約書の写しを届出書に添付して、取引の詳細を明示
する必要性は、いずれの届出書でも変わらない。）

－ － －

038140

山口県
周南市、㈱トクヤマ徳山
製造所、東ソー㈱南陽
事業所、出光興産㈱徳
山事業所、㈱トクヤマロ
ジスティクス、長府工産
㈱

地域資源を活用した新たな
ビジネス創出特区
“「小さな拠点の活性化、雇
用創出、新たなエネルギー
活用」のための総合改革拠
点”

-
パイプライン設置のための早期の技術基準の制
定

　水素を地域に供給・利活用するためのパイプラインの設置に係る技術基準を検討する
上では、実際のビジネスモデルに基づく水素供給に係る供給量、供給エリア等データを収
集する必要があることから、現在検討されている供給計画について具体的にお聞かせい
ただきたい。

　なお、経済産業省が水素供給・利用技術研究組合に委託した「水素パイプラインによる
水素供給技術の実証試験事業（平成２３～２６年度）」
（http://hysut.or.jp/business/2011/02/index.html）において、経年によるパイプラインの
耐久性評価を実施しており、当面の事業実施に当たっては、この資料も参照しながら、当
省と連携しつつパイプラインの安全性評価を進めていただきたい。

－ － －

038150

山口県
周南市、㈱トクヤマ徳山
製造所、東ソー㈱南陽
事業所、出光興産㈱徳
山事業所、㈱トクヤマロ
ジスティクス、長府工産
㈱

地域資源を活用した新たな
ビジネス創出特区
“「小さな拠点の活性化、雇
用創出、新たなエネルギー
活用」のための総合改革拠
点”

工業標準化法
現行の家庭用ガス温水機器に準じた日本工業
規格の制定（家庭等への普及促進を図るために
は、ＪＩＳ認証による安全性の担保が必要）

　日本工業標準の策定に当たっては、まずは業界内で十分に協議していただいた上で、
業界でコンセンサスを得られたものを原案として自主作成し、以降の審議プロセスに入る
というのが一般的な流れであるため、今回のご提案についても、まずは業界内で必要性
や内容について、ご検討をいただきたい。
　なお、日本工業標準・純水素型ボイラーの普及については、水素供給サプライチェーン
の確立が前提となるが、現時点で日本工業標準を定めた場合、今の技術水準をベースと
したものにならざるを得ず、今後サプライチェーンの確立までに技術進歩が起こる可能性
を踏まえれば、日本工業標準を定めることについては、慎重な判断を要するものと考えて
いる。

右提案者からの意見を
踏まえ、回答されたい。

経済産業省が創設している「新市場創造型標準
化制度」の活用により、純水素型ボイラーの日本
工業標準を制定することについて、再度ご検討を
いただきたい。

新市場創造型標準化制度活用にあたっては、（一財）日本規格協会（JSA）
に標準化アドバイザーを配備し、標準化の戦略的活用に関する情報提供・
助言等を行う「標準化活用支援パートナーシップ制度」を２０１５年１１月に
創設・運用開始しておりますので、下記の様式にて「（一財）日本規格協会
総合標準化相談室」（E-mail： stad@jsa.or.jp）　まで、面談の申込みをお願い
します。
http://www.jsa.or.jp/wp-content/uploads/201511partner02-company.docx
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募集期間：平成27年4月28日～6月5日 11（経済産業省）国家戦略特区等提案再検討要請回答.xlsx

提案
管理
番号

提案主体の氏名
又は団体名

提案名 規制等の根拠法令等
規制・制度改革のために提案する新たな措置の

内容
各府省庁からの検討要請に対する回答 再検討要請 提案主体からの意見 各府省庁からの再検討要請に対する回答

047030 光合成産業協議会
光合成産業及びその基本
技術を応用した他産業の構
築

産業技術力強化法（連携の強化）第十一条

産業技術力強化法による産学連携は必ずしも事
業者にとって技術強化になるとは限らないため、
事業者の技術が既にそのような連携の必要のな
い水準に達している場合や、機密保持が破たん
する場合等とみなされる場合には、必ずしも産
学連携を必要とせず、地方公共団体や金融機
関等から不利な扱いを受けないことを担保する
条文を設ける。

　産業技術力強化法は、我が国の産業技術力の強化に関し、国、地方公共団体、産業技
術研究法人、大学及び事業者の責務を明らかにするとともに、産業技術力の強化に関す
る施策の基本を定めており、第十一条は、それぞれの研究主体が努力するだけでなく、
それらの者が連携することが我が国の産業技術力の強化にとって重要であることにかん
がみ定めたもの。一方事業者は、個々の事業の状況に応じて、産学で連携するか否かを
含めて柔軟に検討していただくことになっている。

　したがって、ご指摘の「事業者の技術が既にそのような連携の必要のない水準に達して
いる場合や、機密保持が破たんする場合等とみなされる場合には、必ずしも産学連携を
必要とせず、地方公共団体や金融機関等から不利な扱いを受けないことを担保する条
文」を設ける必要はないと思料。

－ － －

052010

国立大学法人
室蘭工業大学
環境科学・防災研究
センター

⽯炭地下ガス化実験事業
現行の「鉱業法」は営利事業のための法律で，
学術研究実験などの例外項目がない。

「鉱業法」においても，公益に資する学術研究の
実験，調査は営利目的の事業とは異なるため，
例外として扱えるような規定の制定を提案しま
す。その際，実験，調査の安全性は鉱山保安法
の下で確保されることになります。

　鉱業法では、まだ掘採されていない鉱物は、鉱業権によるのでなければ掘採してはなら
ないと規定している（第７条）。今回の提案については、地下の石炭層で掘採した石炭に
その場で着火するものであり、地中から採取した鉱物の利用を予定していることから、当
該提案は鉱業権を本来取得して行うものである。

　学術研究実験等の申請が出された地区に既に鉱業権設定の出願が行われている場
合、又は申請が行われた後に同じ地区に出願が行われた場合の調整、さらに学術目的と
しながら得られたデータが別の営利目的事業に転用されるおそれがあること（設定許可
が必要である試掘権と同等の価値を持つ可能性がある）等を踏まえると、現在のところは
学術目的であっても、鉱物を掘採し、その利用を予定している場合は、従前と同様に鉱業
権の設定許可を取得する必要があると考える。

－ － －

060030 京丹後市 新シルク産業の創造 中小企業信用保険法第２条

中小企業信用保険法適用対象者に「シルク関連
製品・商品の製造・販売者とともに桑栽培又は
養蚕業を営む中小企業者、農事組合法人又は
個人」を加える

　国家戦略特別区域において商工業とともに農業を行う事業者に対して、保証協会が保
証を付与する国家戦略特別区域農業保証制度を創設しているところであり、本制度の活
用をご検討いただきたい。

－ － －

074010
白井琢也公認会計士事
務所

産業競争力強化法に基づ
く、創業支援事業者の要件
の緩和

産業競争力強化法１１３条
認定創業支援事業計画の策定に当たって、個人
の事業者が参画できるようにすること。

　平成27年6月末現在、産業競争力強化法に基づく創業支援事業計画は全国547計画
（605市区町村）が認定を受けており、今後も本スキームは拡がっていく見込みである。

　産業競争力強化法第113条において市町村が創業支援事業計画を作成して、認定を受
けることとしている。

　一方で、市区町村のほか、経営支援や創業に関するセミナー等を開催している商工会
議所、商工回答の経済団体、資金融資を行う金融機関、地方公共団体の支援センター、
インキュベーション施設を運営する民間事業者等、多様な主体による様々な形態で行わ
れているが、これらの主体が相互に連携することにより、より効果的な支援が行われるこ
とを期待しており、個人の事業者の参画も可能としている。

　創業支援事業計画は市町村が地域の実態や特徴に即しながら連携体を検討、構築し
ていくものであるので、認定自治体へ相談されたい。

－ － －
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募集期間：平成27年4月28日～6月5日 11（経済産業省）国家戦略特区等提案再検討要請回答.xlsx

提案
管理
番号

提案主体の氏名
又は団体名

提案名 規制等の根拠法令等
規制・制度改革のために提案する新たな措置の

内容
各府省庁からの検討要請に対する回答 再検討要請 提案主体からの意見 各府省庁からの再検討要請に対する回答

080040 高知県

移住特区を実現し人口減少
による負の連鎖を克服
【～移住者とつくる元気な地
域～】

中小企業信用保険法第2条

中小企業信用保険法施行令第1条

農業における資金調達の方法を拡大するため、
信用保証協会が保証を付与することを可能とす
る。

　国家戦略特別区域において商工業とともに農業を行う事業者に対して、保証協会が保
証を付与する国家戦略特別区域農業保証制度を創設しているところであり、本制度の活
用をご検討いただきたい。

－ － －

080060 高知県

移住特区を実現し人口減少
による負の連鎖を克服
【～移住者とつくる元気な地
域～】

独立行政法人中小企業基盤整備機構法第15条
農業関係者などが中小企業大学校で受講でき
るよう、受講対象者を拡充する。

　独立行政法人中小企業基盤整備機構法上の中小企業者の定義では、農業を対象外と
しておらず、資本金の額又は出資の総額が三億円以下の会社並びに常時使用する従業
員の数が三百人以下の会社及び個人であれば受講が可能である。

－ － －

085010 三重県

みえアグリイノベーション創
生特区

～食・農・エネルギーの三
重奏～

中小企業信用保険法　第2条 中小企業金融保険制度を農業にも適用拡大
　国家戦略特別区域において商工業とともに農業を行う事業者に対して、保証協会が保
証を付与する国家戦略特別区域農業保証制度を創設しているところであり、本制度の活
用をご検討いただきたい。

－ － －

098010 北九州市

北九州市スマートシティ創
造特区
○スマートシティ・イノベー
ション
　・アシストツールの介護現
場等導入促進のための実
証・実装
　～ロボット導入による作業
効率化・負荷低減実証実験
を通じた標準基準策定

プロジェクトを実施する上で課題となる法令根拠
等は特段存在しないが、アシストツールの導入
に関するルール（法令根拠等）がないため、作業
現場が導入して良いか悪いかの判断がつきにく
く、作業現場での研究開発や実証・導入が進ま
ない。

アシストツールの作業現場導入標準手法・アシ
スト特性評価手法を確立し、労働安全性に関す
る指標、試験方法・評価方法や手順をルール化
する。

　「ロボット新戦略」で掲げる世界一のロボット利活用社会を目指す上で重要。ただ、例え
ば経済産業省では、「ロボット介護機器開発・導入促進事業」にて、ロボット介護機器の特
性評価手法の確立等を行っているところであり、こうした既存事業との整理を行うことも必
要。

－ － －

098120 北九州市

北九州市スマートシティ創
造特区
○“知”の創造拠点
　・公道での自動走行の技
術実証を行うための規制緩
和

ＪＩＳ(日本工業規格)Ａ8408遠隔操縦の安全要求
事項4.11.1

必要な安全措置を講じたうえで、実証時の無線
走行車の速度規制を緩和。

「この規格は、JIS A8308に規定する土工機械に用いる無線遠隔操縦装置及び有線遠隔
操縦装置の安全要求事項について規定する。」と定められている為、自動車の自動走行
について妨げるものではありません。

－ － －
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119010 兵庫県
水素エネルギー活用のため
の保安規制の緩和

危険物の規制に関する政令第9条第1項ニ
危険物の規制に関する規則第12条第１項

知識・経験が豊富で、保安上の配慮が実施され
ている現場に限り、高圧ガスと危険物との離隔
距離の緩和などを認めること。

　規制については消防庁において検討されていると承知しているが、経済産業省としても
兵庫県において実施される水素ＣＧＳ活用スマートコミュニティ技術開発事業の支援など
を通じて、取組を後押しして参りたい。

－ － －

132030
公益社団法人　関西経
済連合会
健康・医療専門委員会

再生医療の実用化促進・産
業化拡大

-

仲介機関の設立、品質管理の指標の作成など
国内で採取された他家細胞の安定的な入手を
可能とする仕組みを構築する。
まずは政府主導による品質管理指標等のガイド
ラインについて民間側も参画の上作成し、それ
に基づき他家細胞の安定的な入手を可能とした
い。

　再生医療等製品の製造原料としての他家細胞を安定的に入手できる仕組みの構築に
ついては重要であると認識している。

－ － －

133050
公益社団法人　関西経
済連合会
健康・医療専門委員会

健康・医療に関するサービ
ス拡大・健康・医療データに
関する整備他

-

医療機関でのヘルスケア関連商品・食品の販売
拡大に向け医療機関や、機能性表示食品制度
における不適切事例防止に向け食品関連事業
者に周知徹底を行う。

　経済産業省では、厚生労働省、農林水産省等の関係省庁と連携しながら、地域におけ
る健康増進・予防に関するサービスの創出支援に取り組んでおり、今年度も「健康寿命延
伸産業創出推進事業」を通じ、２１件の地域版次世代ヘルスケア産業協議会の設置推進
及び活躍促進に資する支援を決定したところ。その中には近畿地方、具体的には滋賀県
及び大阪府の取組も含まれており、今後とも地域におけるヘルスケア産業の創出・育成
を推進していく。

－ － －

134060 静岡県
ふじのくに医療健康イノ
ベーション国家戦略特区

指定製造事業者制度関係事務処理要領（平成１
３年５月２３日産局第４号）
計量法関係法令の解釈運用等について（平成２
６年１２月）

指定の対象となる特定計量器のプロセスバリ
デーション（工程の妥当性確認）の記録でも可と
すること

　指定製造事業者は、国内のみならず海外にも存在し、指定製造事業者が製造した計量
器は全国にわたり使用される。したがって、国内外の事業者、計量器の使用者、全国の
他の自治体等への影響に鑑みれば、一部の地域に限って指定の技術基準を緩和するこ
とは認められないため、国家戦略特区での対応は困難。

　御提案の「指定の対象となる特定計量器のプロセスバリデーション（工程等の妥当性確
認）」の趣旨が不明であるものの、仮にこれが「製造設備・ライン、従業員、品質管理責任
者、社内定等品質管理に係る部分が旧工場と全く同じ場合」を指しているのであれば、指
定製造事業者の工場移転時の直近３ヶ月の生産量及び品質管理の状況の記録の取扱
については、旧工場の２ヶ月分のデータを繰り入れることを可能とする緩和措置が既に設
けられている（計量法関係法令の解釈運用について平成２６年１２月参照）。

－ － －

134070 静岡県
ふじのくに医療健康イノ
ベーション国家戦略特区

計量法第９１条第１項第５号
指定製造事業者の指定等に関する省令（平成５
年１１月９日通商産業省令第７７号）

ＩＳＯ13485の品質マネジメントシステムの社内文
書の提出でも可とすること

　指定製造事業者は、国内のみならず海外にも存在し、指定製造事業者が製造した計量
器は全国にわたり使用される。したがって、国内外の事業者、計量器の使用者、全国の
他の自治体等への影響に鑑みれば、一部の地域に限って指定の技術基準を緩和するこ
とは認められないため、国家戦略特区での対応は困難。

－ － －
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136050
佐賀県鳥栖市
福岡県小郡市

県境を越えた連携により、
交通結節機能を最大限活
かす、九州における「新たな
地域集積構造」構造特区
～「一生涯働けるまち」モデ
ルの創出～

中小企業信用保険法第２条
中小企業信用保証制度の対象を農林分野に拡
大し、農業生産法人等が活用できるようにする。

　国家戦略特別区域において商工業とともに農業を行う事業者に対して、保証協会が保
証を付与する国家戦略特別区域農業保証制度を創設しているところであり、本制度の活
用をご検討いただきたい。

－ － －

177010 個人
クールジャパンに関わる外
国人材の就労解禁

出入国管理及び難民認定法第２条の２
同　別表第一　など

・食、ファッション、美容、デザインといったクール
ジャパンにかかわる分野について、日本国内の
関連する専門学校を卒業した外国人が、一定期
間、調理業、美容業、服飾業、デザイン業等で働
きながら修行することを可能とする在留資格を
整備する。
・滞在期間は、基本的な修行期間としての「３年」
に、分野ごとに必要な期間を加えた期間とし、そ
の後は、帰国して海外への普及を行っていただ
く。
・東京都港区で限定的に実施する。
・制度を悪用した外国人の在留などが生じること
を防ぐため、修業できる店舗等は信頼性の高い
ところに限定し、自治体の関与等の十分なチェッ
ク体制を設ける。

　業界からのニーズについては承知していないが、ファッション・デザイン分野をはじめと
するクールジャパン関連分野において、外国人に日本でのＯＪＴの機会を提供すること
は、日本のファッション及びデザイン文化や技術を海外に広めるのみならず、日本のクー
ルジャパン関連産業に対し外国人による新たな感性・視点を入れることを通じて、よりクリ
エイティビティを高める効果も期待できるものと思料。
　なお、経済産業省は事業所管省の立場で回答している。

－ － －
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